
都道府県の公文書管理条例の制定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要否を含め条例制定を検討すると答えた１１道県 

 

道県名 内  容 

北海道 要否を含め情報収集するなど検討 

埼玉県 予定はないが、検討会議を設置済み 

新潟県 時期は未定だが、制定に向け検討 

石川県 管理のあり方につい不断の検討 

長野県 管理ルールの見直しを検討中 

岐阜県 検討しているが、具体的時期は未定 

三重県 適正管理のあり方を検討 

兵庫県 管理制度を見直す中で制定の必要性を検討 

奈良県 行政文書のあり方を検討 

徳島県 国や他県の動向見極め必要性を検討 

福岡県 条例は制定時期を含め検討する予定 

 

（平成 30年８月 日本経済新聞調査） 

 都県名 制定時期 

 

 

制定済み 

島根県 2011年３月 

熊本県 2011年３月 

鳥取県 2011年 10月 

香川県 2013年３月 

東京都 2017年６月 

愛媛県 2018年 7月 

制定の予定 高知県 2019年度中 

制定を検討 
滋賀県 2018年度中 

静岡県 今後３年前後 


